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国
家
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給
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決
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三
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機
関
設
置
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

 

本
年
十
一
月
十
四
日
国
務
大
臣
な
ど
の
給
与
（
歳
費
）
を
決
め
る
「
国
家
公
務
員
特
別
職
給
与
法
」
が
衆
議
院
本
会
議
で
可

決
さ
れ
た
。 

 

内
容
と
し
て
は
、
総
理
大
臣
で
年
間
四
十
六
万
円
、
閣
僚
で
三
十
二
万
円
の
給
与
の
増
額
が
含
ま
れ
て
お
り
、
国
民
か
ら
の

厳
し
い
批
判
を
受
け
た
。
そ
れ
ら
の
批
判
に
対
応
す
る
た
め
に
岸
田
首
相
は
成
立
後
に
増
額
分
を
総
理
大
臣
ら
が
自
主
返
納
す

る
と
表
明
し
た
。 

 

額
の
増
加
に
焦
点
が
あ
た
っ
て
い
る
が
、
「
決
め
方
」
に
こ
そ
大
き
な
課
題
が
あ
る
こ
と
が
、
れ
い
わ
新
選
組
の
調
査
で
浮

か
び
上
が
っ
て
き
た
。
主
に
れ
い
わ
新
選
組
所
属
の
地
方
議
員
と
の
意
見
交
換
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。 

 

例
え
ば
、
地
方
自
治
体
の
多
く
は
「
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
」
を
設
置
し
て
、
首
長
や
議
員
の
給
与
（
報
酬
）
水
準
は
市
民

や
有
識
者
に
よ
る
第
三
者
機
関
の
答
申
を
経
て
条
例
提
案
を
行
う
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。 

 

時
に
住
民
か
ら
厳
し
い
批
判
は
あ
る
も
の
の
、
公
開
と
透
明
性
の
あ
る
審
議
会
を
実
施
し
て
い
る
場
合
は
最
低
限
の
信
頼
が

も
た
ら
さ
れ
て
い
る
。 

 

総
務
省
も
、
「
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
を
置
く
こ
と
は
、
特
別
職
の
報
酬
等
の
額
の
決
定
に
お
い
て
、
そ
の
一
層
の
公
正
を
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期
す
る
た
め
、
当
該
区
域
の
住
民
の
意
見
を
あ
ら
か
じ
め
反
映
さ
せ
る
こ
と
に
あ
る
」
と
の
認
識
を
当
方
に
回
答
し
た
う
え

で
、
「
特
別
職
の
報
酬
等
に
つ
い
て
は
、
議
会
の
十
分
な
審
議
を
経
る
こ
と
や
情
報
公
開
等
を
通
じ
て
、
住
民
の
理
解
と
納
得

が
得
ら
れ
る
も
の
と
す
べ
き
と
考
え
ま
す
」
と
意
義
を
評
価
し
て
い
る
。 

 

一
方
で
内
閣
が
給
与
法
を
提
案
す
る
場
合
に
は
「
給
与
関
係
閣
僚
会
議
」
が
開
催
さ
れ
、
「
人
事
院
勧
告
を
踏
ま
え
た
国
家

公
務
員
の
給
与
の
取
扱
い
に
つ
い
て
協
議
」
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。 

 

「
閣
僚
会
議
」
と
あ
る
よ
う
に
構
成
員
は
「
総
務
大
臣
、
財
務
大
臣
、
厚
生
労
働
大
臣
、
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
経
済
財

政
政
策
）
、
国
家
公
務
員
制
度
担
当
大
臣
及
び
内
閣
官
房
長
官
」
で
あ
り
、
内
閣
以
外
の
委
員
は
ま
っ
た
く
存
在
し
な
い
。 

 

こ
の
閣
僚
会
議
の
決
定
を
経
て
給
与
法
が
内
閣
官
房
に
よ
っ
て
策
定
さ
れ
て
国
会
に
提
案
さ
れ
る
。 

 

こ
の
よ
う
に
い
わ
ば
身
内
で
身
内
の
給
与
（
歳
費
）
を
決
め
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
閣
僚
会
議
は
制
度
運
用
上
も
大
き
な
問
題
点
を
抱
え
て
い
る
。
上
記
の
よ
う
な
「
お
手
盛
り
」
会
議
で
す
ら
令
和
四

年
度
、
五
年
度
は
開
催
し
て
い
な
い
。
「
持
ち
回
り
開
催
」
と
し
て
一
切
の
意
見
交
換
な
し
に
ア
ッ
プ
す
る
案
を
決
定
し
て
い

る
。
持
ち
回
り
開
催
の
場
合
に
は
議
事
要
旨
す
ら
存
在
し
な
い
。 

 

一
方
で
、
奇
妙
な
こ
と
に
マ
イ
ナ
ス
勧
告
の
令
和
二
年
度
、
三
年
度
は
会
議
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。
マ
イ
ナ
ス
の
時
は
お
互
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い
話
し
合
い
、
ア
ッ
プ
の
時
は
暗
黙
の
了
承
を
行
う
よ
う
に
見
え
る
。 

 

こ
れ
で
は
国
民
の
信
頼
を
得
ら
れ
な
い
た
め
、
早
急
な
改
善
が
求
め
ら
れ
る
。 

 

具
体
的
に
は
、
給
与
を
決
め
る
た
め
の
第
三
者
機
関
設
置
で
あ
り
、
早
急
に
検
討
・
実
施
す
る
こ
と
を
求
め
る
。 

 

以
上
を
踏
ま
え
て
質
問
す
る
。 

一 

大
多
数
の
地
方
自
治
体
の
事
例
を
踏
ま
え
、
給
与
法
の
改
定
に
あ
た
り
第
三
者
機
関
を
設
置
す
る
考
え
は
な
い
か
。
第
三

者
機
関
に
答
申
や
諮
問
を
受
け
た
の
ち
、
給
与
法
を
改
定
す
る
仕
組
み
と
な
る
。
政
府
の
認
識
を
問
う
。 

二 

第
三
者
機
関
の
権
限
な
ど
を
決
め
る
た
め
に
「
特
別
職
給
与
等
審
議
会
（
仮
称
）
設
置
法
」
を
検
討
す
る
つ
も
り
は
な
い

か
。 

三 

上
記
の
第
三
者
機
関
設
置
、
設
置
に
向
け
た
法
案
の
検
討
を
過
去
に
行
っ
た
こ
と
は
あ
る
か
。 

四 

第
三
者
機
関
設
置
ま
で
の
運
用
と
し
て
、
閣
僚
会
議
の
開
催
の
義
務
化
、
開
催
通
知
や
ネ
ッ
ト
中
継
な
ど
国
民
に
開
か
れ

た
会
議
と
す
る
予
定
は
な
い
か
。 

 

右
質
問
す
る
。 


